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削減時間数を人件費に換算（年間６万の文書が、193部署から1日1回、出
納室に回付されると想定）61.98円（720万円を1分間に換算）×2,449分×
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円
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建設用地
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規模・構造
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市内の類似施設
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総事業費 千円

配置（予定）人員 人

4
年間運営費

Ⅰ

対象等（何を、誰を）

情報系端末（グループウェア)を使用する職員

（※対象件数

根拠法令・要綱等

千円

２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号

事業種別 新規 単独 事業類型

現在紙文書で執行している文書・財務会計事務について、電
子決裁システムを導入を検討する。
現在の伊賀市の事務運用実態の調査及び電子決裁の対象と
なる事務を検討し、電子決裁導入・運用によって事務の効率
化・迅速化を図り市民サービスへ反映させる。

市町村合併により組織として支所が設置されたため、決
裁文書や支出伝票を支所から本庁へ運ぶ時間を要して
いる。
電子決裁を導入することで、文書の運送時間を短縮する
だけでなく、差戻しなどに即座に対応できるなどの効率性
が見込まれる。
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決裁の迅速化、紙の省資源化が図れる

(千円)

運営主体

　
事 業 内 容 数量

平成２３年度 計画内容平成２２年度 計画内容

0事業費計(A) 　 Σ

人件費（Ｂ） 人 0

0

人件費（Ｂ）

　
事業費計(A)

　
事業費計(A)

人件費（Ｂ）

0

人件費（Ｂ）

　 Σ

人 0 人 3,600

事業費計(A)

0

　

12 月
12 月

電子決裁用ソフトウェア
及びスキャナ借上料

月
　 (千円)

電子決裁用ソフトウェア
及びスキャナ借上料 3

式 3,237

(千円)

2,601
4,933

1,228

　

0.1

Σ 8,762

8,762

　

人 720

　　 　
Σ

電子決裁開発委託料 12

通信線配線工事 1

　 　 　
事業費計(A) 　 23,458

18,987
1,234月

月

27,058

0.5人 0 人件費（Ｂ）

　 　

　 (千円)

0　 Σ

総合評価 事業の方向性

9

9625

2140

事業の成果を測る指標
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文書管理システム及び財務会計システムは現在稼働中であり、電子決裁導入により、さらなる業務の迅速化・省力化が
行える
庶務事務システム導入により庶務管理業務の省力化・迅速化の検証

本庁、支所において決裁の時間が短縮でき、併せて省資源化が図られる
庶務業務の迅速化が図られる

現在稼働中のシステムへの電子決裁機能を追加するため、新規システム開発よりもコストを抑えることができる
本庁、支所において決裁の時間が短縮でき、併せて省資源化が図られる
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